全労連女性部ニュース　NO411　2012年6月5日
発行　全労連女性部　〒113－8462　東京都文京区湯島２－４－４　全労連会館４Ｆ
2012年全労連女性部単産地方組織交流集会
5月26,27日の両日、24地方・13単産から延べ140人の参加で都内・東京労働会館ラパスホールにおいて2012年全労連女性部単産地方組織交流集会を開催しました。集会は①各単産・地方女性組織の運動交流、②「ディーセントワーク実現に向けて」―労働組合運動への女性の参画を視点に意見交換、③女性部第23回定期大会までの行動の意思統一を目的に開催したものです。集会では、1日目にシンポジウム、行動提起後全体で交流、17人が発言し、夜は懇親会をおこないました。翌日4月に開催された国際民婦連第15回総会参加報告を柴田女性部長が行い、3つの分散会に分かれて交流しました。
＊行動提起、女性部調査結果報告を単産・地方組織に基本組織・女性組織にそれぞれ1部づつ全労連定期発送で送付しています。
柴田真佐子女性部長あいさつ

[image: image1.emf]みなさんにご協力いただきました２つの調査の報告が出来上がりました。

今回の男女平等調査は正規、非正規の割合は8対2です。非正規のうち３割近くは組合未加入の方です。皆さんが、職場や地域の組合未加入の方にもお話をして取り組んでいただいた結果です。ご協力ありがとうございました。

今回の調査では、職場が大変になっていることが改めて明らかになりました。人員不足の中で仕事をしているため、身体の具合が悪くても仕事を休めない。年休の取得日数は5割弱が10日以下となっています。

　生理休暇の取得率は前回調査より減っています。

職場でセクハラを受けたことが、「ある」は15%、「パワーハラスメントを受けたことがある｣は214%。非正規で、「解雇をせまる、任用を継続しない等と受け取れる言動があった」人が14.5%います。

「職場の状況について今、もっとも切実な要求」(3つ以内回答)は、正規では、「人員増」が52.9％、「賃金の引き上げ」が48.3％と人員増の要求が賃上げを上回っています。非正規では、「賃金の引き上げ」が50.8％と「正社員化」21.6％、「均等待遇」14.4％も大きな要求となっています。

妊娠・出産・育児の状況では、4人に1人が流産を経験、5人に1人が異常出産（帝王切開）、妊娠しても時間外・休日・深夜労働も免除されずに働いている実態があります。
－中略―
全労連は２００６年の第２２回定期大会で、「大会や評議員の女性代議員比率を３割をめざす」規約改正を行い、２００８年の第４２回評議員会では、「意思決定機関等での女性の参加促進をめざす行動計画」を確認して取り組んできました。全労連幹事会は2007年は43人中、女性6人、女性比率は14％。現在４８人中、女性は５人で女性比率は10％です。

全労連の構成員の半数は女性です。女性労働者の要求実現、当事者の声を反映した労働組合の運営が必要です。
国会では、税と社会保障の一体改革の名で、消費税増税、子ども子育て新システムや年金切り下げなどが狙われています。ＴＰＰ、大飯原発再稼働反対、などの運動原発ゼロへの運動も大きく盛り上がっています。6月23日には明治公園で、消費税増税、ＴＰＰ、原発再稼働反対等、今の悪政に怒りをぶつける国民集会を開催します。また、7月16日には代々木公園で原発なくせの大集会があります。これらを成功させましょう。

男女雇用機会均等法の実効ある改正、有期雇用の規制や、最賃、公契約の取り組みとも合わせて、運動を進めましょう。

５月３日を前後して、改憲案が出されています。自民党の改憲草案を読むと、前文からは、平和的生存権が削られ、天皇は元首、国防軍の創設、人権よりも「公共の秩序」25条も変質、憲法を国民を縛るものに変えるなど、大阪の橋下の問題等も併せて考えると、個人の尊厳、基本的人権の尊重など憲法を守り生かすたたかいをより一層強めていく必要があります。

「しなやかに、したたかに、しぶとく」「集まれば元気、語り合えば勇気」「楽しくなけりゃ女性部じゃない」「ぐちも磨けば要求になる」など、いままでに多くの言葉が語られてきました。先日、ある方から「私にとって女性部は心のオアシス」という話を聞きました。労働組合活動のなかで、女性の役員が少ないわけですから、なかなか大変です。そんな中でも女性部の会議に行けばほっとする、仲間の話を聞くと自分も頑張ろうと思うんです。女性部活動を活性化させるとともに、基本組織でも女性役員がいることは大きな意義があるわけですから、意思決定機関にも女性を増やしていく取り組みをすすめましょう。

貧困と格差の是正、平和と民主主義を守り、「仕事と生活を両立させ人間らしく生き働きたい」の願いを実現させましょう。組合未加入者にも声をかけ、組織を大きくすることにも力を注ぎましょう。

シンポジウム　

ジェンダー平等を中心課題に据えたディーセントワーク実現に向けて
―労働組合運動への女性の参画を視点に
シンポジストは、弁護士の今野久子さん、小田川義和全労連事務局長、自治労連中執・全労連女性部副部長　水谷文さん

今野久子弁護士
95年に日本政府はILO156号条約（家族的責任条約）を批准した。この条約には2つの目的と2つの措置が謳われている。目的は①家族的責任を持つ男女が平等にはたらく、②家族的責任を持つ人とそうでない人が平等にはたらくこと。措置は①保育所など社会保障と育児介護休業法などの法的整備、②一般労働者の労働条件をよくしていかなければならないということで、条約制定時の議論のなかでも「残業時間を短くせよ」などいろいろ出されたが、「家事・育児はデイリーなもの。1日の労働時間を短くすることが必要だ」という北欧諸国からの意見で条約にも盛り込まれた。今の日本では育介法の制定改正など①の法整備は一定進んだが、一般労働者の措置が進んでいない。均等法ができて四半世紀以上過ぎたが、女性も正規は長時間労働があたりまえのなか、女性が非正規労働に置き換えられて賃金格差はなくなっていない。なぜなら、均等法と抱き合わせで、労基法女子保護規定が撤廃され、働き方は男性基準に合わせられた。労働者派遣法が制定され、正規で働く女性は少なくなってきた。
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法律はいいところは活用しなければ権利として根付かない。はたらきつづける権利のために80年から90年代鈴鹿市役所、野村証券、全基労など裁判をたたかってきた。いずれも少数組合だったが、労働組合が職場のたたかいのメインにすえてたたかった。今、組合を上げてたたかう女性の事件は減っている。女性の半分が非正規になり、女性差別が見えずらくなってきた。非正規問題は日本のあり方を問う問題。
均等法改正の時期を迎えているが、賃金差別規定も明記されておらず、何が差別かも明確ではない。間接差別の規定もあいまいだ。派遣法の骨抜き、有期規制も実効性を持たない。パートの均等待遇も整備されない。雇用形態による差別が広がっているが、不合理な差別は許さないたたかいが求められている。個別争議が多くなってきている。日本は勤労権・労働3権をもつ素晴らしい憲法を持っている。組合に団結してこそ対等に渡り合える。
小田川義和事務局長
　5月に原発がすべて止まった。がんばって運動すれば実ることが証明されている。
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全労連は規約改正をし、評議員会、大会での代議員の女性比率を3割とする努力義務の規定を設けた。全労連内に「男女平等委員会」を設置し、目標を持って進めてきたが、3割達成は実現していない。各単産4000以上の交渉単位がある中実態がなかなかつかめていない。また、単産本部役員に機械的に言うことも難しい。進まない理由の分析も遅れている。女性労働者の実態を「見える化ツール」のような取り組みで可視化する必要がある。最も困難な労働者との連帯と困難な労働者に寄り添っての組織化が必要だ。
水谷文自治労連中執

自治労連として、男女平等推進委員会を設けてとりくみをすすめているが、なかなか結果が表れていない。07年の全労連規約改正時には、いくつかの組織で委員会を設けていたようだが、今、機能しているのは自治労連のみとなっているようだ。自治労連は単組を中心として地方組織をつくる連合体。自治体労働者は看護師、保育士、ヘルパーの職種があり、女性が6割を占めている。非正規労働者は圧倒的多数が女性だ。自治労連も規約を改正し、アクションプログラムも作っている。全労連の
アクションプログラムには女性役員比率をふやす。という項目があったが、自治労連には議論の到達から設けていなかった。役員を増やしていくことは重要であったと実感している。
現在機関会議への女性参加比率を増やすために、開催日程を土日を含むものとした。保育室も設置している。機関会議の開催日程は、女性の参加を増やすためにも重要なポイントだ。女性役員の交流、本部と地方組織の懇談を持っている。中央として3月24日に開いた会議では専従の女性役員に苦労や課題を語ってもらう事をメインに開催した。

いりません！保育を産業化する子ども・子育て新システム　

５・１３みんなの保育フェスティバル
5月１３日、「いりません！保育を産業化する子ども・子育て新システム　５・１３みんなの保育フェスティバル」（同実行委員会主催）が開かれました。６千人を超える保育関係者や子ども連れの保護者らが東京・明治公園に集い、新システム関連法案の廃案を求めました。
　民族歌舞団荒馬座の太鼓の演奏で決起集会が開会しました。日本自治体労働組合総連合の野村幸裕委員長が開会あいさつ。全国保育団体連絡会の実方伸子事務局長が基調報告し、▽市町村の保育責任がなくなる▽子どものために公費が使われなくなる▽保育の質が低下する―など新システムの問題点を指摘。「公的保育制度解体を許さないたたかいは、まさに正念場です。緊急に運動をすすめていきましょう」と呼びかけました。

　各分野から４人が報告。保護者代表の新日本婦人の会西東京支部のお母さんたちは、「学習会を通して知り合ったつながりを大事にして、新システム反対の声を広げていきたい」と語りました。

　経営者を代表してマイクを握った、さいたま市私立保育園協会の剣持浩会長は「保育園には６５年間の文化がある。その保育が新システムの下ですべて壊される」と話し、運動を広げるために今月末、千人規模の集会を埼玉県内で開くと発表しました。

　新システム関連法案の廃案を求め、すべての子どもの権利とすこやかな成長が保障されるよう運動を大きく広げよう、と呼びかけるアピールを採択。終了後、都内をパレードしました。

　決起集会に先立ち、ステージでは替え歌やダンス、寸劇などで新システム反対の気持ちを表現しました。会場内に設けられた１７のテントブースでは、学習会や交流会、展示など多彩な企画も。全労連女性部も「バルーンアートと出産と育児のための労働法を知ろう」とブースを開催、子どもたちに「キリンさんつくって」「ウサギつくって」とバルーンアートは大人気。「権利ノート」を無料で配布しました。
男女平等・女性の地位向上を求めて

婦団連　内閣府・厚生労働省・農水省・文科省・法務省要請
　婦団連は5月16日、女性差別撤廃条約と憲法に基づくジェンダー平等の実現を目指し、「男女平等・女性の地位向上を求める要望書－第3次男女共同参画基本計画に沿って」を提出し、重点18項目について5省庁に要請を行いました。「民法改正、選択的夫婦別姓制度の導入」「所得税法56条の廃止」「子ども・子育て新システム導入の中止」「均等法の実効ある改正を」「公立高校の授業料を完全無償化に」など各分野にわたる要請を行いました。厚生労働省に対して「前回の均等法改正時の付帯決議による均等法の改正の見直しの時期を迎えている。現行法は雇用管理区分を温存し、間接差別を限定列挙したことにより、実効性のある男女平等に資するものとなっていない。厚生労働省として研究会、審議会での議論の日程は持っているのか」とただしましたが、厚生労働省は「いまだ見通しを持っていない」と回答しました。
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　省庁要請に先立ち、女性差別撤廃条約に基づく3つの請願署名を提出。提出した署名総数は8万8307筆。選択議定書批准を求める署名28,999筆、民法改正24857筆、「戦時慰安婦」問題解決34451筆です（内全労連提出分は選択議定書302団体・1606筆、民法改正300団体・1705筆、戦時慰安婦305団体・1669筆）。
[image: image6.emf]私たちは原発再稼働も
東京電力の電気料金値上げも認められません！
　5月8日、主婦連合会の呼びかけで、19の消費者・女性団体の賛同による緊急アクション行動として、有楽町マリオン前で宣伝行動を行いました。

パート派遣など非正規ではたらくなかまの全国交流集会
(全労連パ臨のなかまNO24から)6月2～3日に岡山市で開催された｢パート派遣など非正規ではたらくなかまの全国交流集会」は、初日(全体会)は会場いっぱいの460人、2日目(分科会･講座)も420人、延べ880人の参加で大きく成功した。 
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集会は、地元岡山の保育士さんと子どもたちによる迫力あふれる「うらじゃ踊り」で幕開け。 

消費税や財政問題をとても分かりやすくお話しいただいた山家悠紀夫さんの記念講演、有期雇用にかかわる労働契約法改正案の危険と仲間増やしの重要性を訴えた基調報告(非正規センター事務局長の
江花新さん)、大震災被災地の惨状とその中での介護労働者としての取り組みについての特別報告(岩手県介護労大船渡分会の伊藤祐子さん)、爆笑に包まれた｢寸劇･やっぱり労働組合ね｣(かながわ生協労組有志)、そして待遇改善、正規化、仲間増やし、組合活動の重要性など全国各地の取り組みのリレートークと、集会参加の全争議団が壇上に登り、マツダ派遣切り裁判原告が熱い訴えをおこない、有期労働契約法案の抜本修正を求める集会決議を採択。怒りと涙と笑い、連帯と感動、たたかう決意にあふれた素晴らしい集会となった。 

2日目は13の分科会講座に分かれ、課題ごとに討論・交流・学習を深め、晴天のもと300人でパレードを行った。
ジェンダー平等はディセントワークの中心…分科会から
分科会7では「なぜ女性労働者の半数以上が非正規なの？職場でのジェンダー平等」をテーマに柴田女性部長が問題提起を行いました。柴田部長は、結婚退職・女性の若年定年制などの正差別の撤廃を求めてたたかってきた女性たちの歴史と法制度の整備について説明しながら、全労連女性部の実態調査に表れた、いまだに子育てしながら働きつづけることの困難な状況を報告、政府や財界の雇用戦略を批判し、勝ち取ってきた制度の活用や権利行使、ジェンダー平等はディセントワークの中心として運動をすすめることの重要性を指摘しました。約30人が参加した分科会では、正規で働きつづけられなかった自らの経験や、子どもたちも依然として結婚・出産で離職を余儀なくされている状況、組合を結成しようとしたことによる解雇などの不当労働行為に抗して裁判をたたかっている実態が語られ、権利の徹底や未加入のなかまに組合加入を訴える必要性などが出されました。
おねがい

全労連女性部単産地方組織交流集会、非正規で働くなかまの全国集会（分科会）でも訴えがありました、山口・長門高校の不当解雇撤回裁判支援の署名にご協力をお願いします。

原告の岸野さんは、パワハラが横行し、妊娠・出産を契機に女性教員が辞めざるを得ない状況を何とかしたいと組合を作りたいと相談をしたところ、生徒指導の問題を口実に解雇されたものです。全国の支援をお願いします。署名用紙など添付しました。

●情報●
・母性保護のための「女性労働基準規則」を改正～生殖機能などに有害な物質が発散する場所での女性の就業を禁止、平成24年10月施行～
http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=175249
・ポジティブ・アクションを推進するための「見える化」支援ツールを、初めて業種別に作成～百貨店業、スーパーマーケット業、情報サービス業の３業種で～
http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=175081
・次世代育成支援対策取組状況／１０１人以上企業の届出率97.5%
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/dl/jyoukyou_h24_03.pdf
・公的年金財政状況報告－平成２２年度－
http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=175133
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◇ＪＩＬＰＴ調査シリーズ No.98『中小企業の雇用管理と両立支援に関する調査結果（３）』
　中小企業の雇用管理と両立支援についての以前の調査を再集計し、さらにワーク・ライフ・バランス施策に積極的な企業を中心に、補足的聞き取り調査を実施。男性正社員の育児休業取得はきわめて少なく、女性非正社員の場合は出産までに退職する者が多いなどの現状があらためて明らかに。
　　http://www.jil.go.jp/institute/research/2012/098.htm
◇ＪＩＬＰＴ資料シリーズ No.103
　『諸外国における職務評価を通じた均等賃金促進の取り組みに関する調査』均等賃金の促進を目的とした職務分析、職務評価方法についてイギリス、スウェーデン、カナダ３カ国の制度や実態を調査。いずれの国も、男女間の均等待遇の実現を目的に設定し、フルタイムとパートの労働者間の賃金格差解消を直接的目的としておらず、職務評価の実施に当たっては、労働組合や従業員など労働側の参加が重視されている。　　http://www.jil.go.jp/institute/chosa/2012/12-103.htm
◇ＪＩＬＰＴ資料シリーズ No.105
　『大企業における女性管理職登用の実態と課題認識―企業人事等担当者及び女性管理職インタビュー調査―』
　大企業10社の人事担当者にインタビュ―調査し、人事の基本方針や女性の採用、管理職登用の現状などを把握しました。加えて、育児休業など両立支援の利用と評価、育児期の就業意欲の変化などに関して、担当者としての所見を訊ねた。２社については、部長クラスの女性にそのパーソナルヒストリーを尋ね、管理職に至る業務経験、資質や意欲などを探っている。
　　http://www.jil.go.jp/institute/chosa/2012/12-105.htm
●男性の育児休業取得者割合２．６３％、過去最高／雇用均等基本調査
　厚生労働省が5月26日に公表した2011年度の雇用均等基本調査によると、男性の育児休業取得者の割合は2.63％で、前回調査（1.38％）に比べ1.25ポイント上昇し過去最高となった。女性の取得率は4.1ポイント上昇の87.8％だった。　　http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/71-23.html
●ディーセントワークと経営指標などとの相関関係を分析／厚労省
　厚生労働省は23日、「ディーセントワークと企業経営に関する調査研究事業報告書」をホームページに掲載した。各企業のディーセントワークの実現状況と、従業員満足度、平均勤続年齢などの人事管理アウトプット指標、売上高や利益などの経営指標との相関関係を分析している。
　　http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=174863
●２０１０年、１５歳以上の労働力率６１．２％／国勢調査「産業等基本集計結果」
　総務省は5月24日、2010年国勢調査の産業等基本集計結果を公表した。人口の労働力状態、産業別の就業者数などを集計しており、15歳以上人口の労働力率は61.2％で2000年以降低下している。男性73.8％、女性49.6％で、男女雇用機会均等法が公布された1985年以降の動きをみると、男性が一貫して低下しているのに対し、女性は最も高くなっており、Ｍ字カーブの谷が30～34歳から35歳～39歳に上昇した。　　http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/index.htm#a020
●内閣府「男性にとっての男女共同参画」に関する意識調査報告書

http://www.gender.go.jp/research/dansei_ishiki/index.html
●平成23年度男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法に関する相談、紛争解決の援助及び是正指導の状況まとめ～都道府県労働局への紛争解決の援助申立・申請は初めて１千件超に～
http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=176035
●出産育児一時金の支給額・支払方法について／厚生労働省
http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=176267
平成２１年１０月１日から平成２３年３月３１日までの措置として、出産育児一時金等の支給額を４２万円※とするとともに、医療機関等へ直接支給される「直接支払制度」が実施されてきました。
平成２３年４月１日以降も、妊婦の窓口での負担軽減を図るため、引き続き、支給額を４２万円※とします。※妊娠週数が22週に達していないなど、産科医療補償制度対象出産では無い場合は、３９万円となります。 






















